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第２章 環境保全の取組事例調査の結果 

 

 自治体、企業、市民、ＮＰＯ等による環境保全と地域活性化に関する自主的・主

体的取組の事例調査を通じて、地域や主体間が連携して、持続的な環境保全活動を

通じて地域の経済やコミュニティの活性化を図る方策を分析し、中部地域における

「環境と経済、社会の統合的向上モデル」を検討する資料とした。 

 

 

 ２ －１  取組事例の類型化 

中部地域の自治体や企業、ＮＰＯ等において、地域の環境保全に関して特色のあ

る取組を行っている団体の情報を収集し、下記のように取組事例を５つに類型化し

整理した。（※主な取組事例リストは資料編に掲載） 

 

表２－１－１ 取組事例の類型化 

類型 取組事例 

Ⅰ．低炭素社会へ

の転換 

○自然エネルギー（太陽光、小水力、風力発電）の活用 

○木質バイオ発電と森林整備・保全 

○水素エネルギーの開発と関連産業の創出 

○分散型エネルギーシステムの普及 

○環境負荷の低い交通へのモーダルシフト 

Ⅱ．資源循環利用 

システム 

○廃材・衣料・廃食油等の再資源化 

○生ごみの堆肥化と農業利用 

○再生利用製品・エコ商品の普及 

○ごみを排出しない生産・流通・販売システム 

Ⅲ．自然の価値の 

保全・活用 
○自然の価値を伝えるエコツーリズム・グリーンツーリズム 

Ⅳ．森林・水環境の

保全 

○流域連携及び都市との連携による森林保全・林業振興 

○流域・海域連携による海域の水質保全と漁業振興 

Ⅴ．環境保全活動

の価値の創出 

○エコマネーによるエコ商品やエコライフの普及 

○市民ファンドによる環境ビジネスの展開 

○環境配慮型金融商品 
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 ２ －２  主な事例の分析 

収集した団体の中で、特に特色のある活動を行っている団体を対象に、ヒアリン

グ調査を実施し、取組の目的、内容、成果、成功要因と、今後の課題、他団体・地

域との連携の可能性、今後の展開等について整理を行った。 

 

 

１．選定基準 

環境分野の活動団体のデータベースや活動に関するニュース情報、関係者へのヒ

アリング調査などからリストアップした取組事例について、特色のある事例を選定

してヒアリング調査を実施し、取組の目的、内容、成果、成功の要因、今後の課題

などを把握し、事例シートにとりまとめた。 

その際、３つの視点（Ａ、Ｂ１、Ｂ２）（表２－２－１）で分類化し、それを更に

３つの選定基準（表２－２－２）で評価し、ヒアリング調査対象を決定した。その

結果、表２－２－３の事例をヒアリング調査対象とした。 

 

表２－２－１ 取組事例の分類化 

Ａ分類 環境保全活動が経済の活性化に結びつく事例 
  

Ｂ分類 環境保全活動を通じて社会問題解決の基盤強化につながる事例 

 Ｂ１分類 
広域的な地域間連携や幅広い主体間のネットワークの

強化につながる事例 

 Ｂ２分類 地域コミュニティの活性化につながる事例 

＊Ｂ２：活動範囲が特定地域に限られた取組は調査対象から除くが、該当地域にお

いて自治体ぐるみで取り組んでいる事例は対象に含む。 

 

表２－２－２ ヒアリング調査対象の選定基準 

ア 
経済と社会基盤強化の２つの要素（Ａ分類とＢ分類）を含み、今後の

取組の発展が期待される事例 

イ 
Ａ分類の事例の中で、広範囲の地域に波及効果が及ぶ可能性のある事

例 

ウ 
Ｂ１分類の事例の中で、参加する主体や連携する地域が広範囲に及ぶ

事例 
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表２－２－３ ヒアリング調査対象事例 

類型 取組事例 

Ⅰ．低炭素社会へ

の転換 

①富山市「環境と経済の好循環のまちモデル事業」 

②おひさま進歩エネルギー㈱ 

③ＮＰＯ法人地球の未来 

④愛知県水素エネルギー産業協議会 

Ⅱ．資源循環利用 

システム 

⑤ＮＰＯ法人中部リサイクル運動市民の会 

⑥ＮＰＯ法人エコハウス御殿場 

⑦グリーンライフ 21・プロジェクト 

⑧福井県池田町「環境からのまちづくり」 

⑨(有）三功 

⑩矢崎総業㈱ 

Ⅲ．自然の価値の 

保全・活用 

⑪㈱ピッキオ 

⑫トヨタ自動車（トヨタ白川郷自然学校、トヨタの森等） 

Ⅳ．森林・水環境の

保全 

⑬きんたろう倶楽部 

⑭ぎふ森林づくりサポートセンター 

⑮ＮＰＯ法人穂の国森づくりの会 

⑯㈱御祓川 

⑰宮川流域ルネッサンス協議会 

Ⅴ．環境保全活動

の価値の創出 

⑱金沢信用金庫 

⑲ＥＸＰＯエコマネー事業 

 

 

２．ヒアリング調査の結果 

 

ヒアリング調査の結果について、取組の特色、事業化のポイント、事業の概念図

などの概要は下記のとおりである。（※ヒアリング結果は資料編に掲載） 

 

（１）低炭素社会への転換 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

富山市「環境

と経済の好循

環のまちモデ

ル事業」 

分 野 

エネルギー、

地域通貨・金

融 

機関の性格 

行政、企業、

ＮＰＯの連携 

平成 17 年度に環境省の「環

境と経済の好循環のまちモデル事

業」（※）として採択。 

既に取り組んでいるエコタ

ウン事業を一層推進し、「地域

環境コミュニティの創造」を目

指すために、資源循環事業、新

エネ事業、公共交通事業等の複

数の事業の取り組むとともに、

環境定期・地域通貨といったソ

フト面の仕組みづくりを合わ

せて実施している。 
(※)平成のまほろばまちづくり事業 

 

事業化の 

ポイント 

・エコタウン事業の実績から、行政が中心となって推進組織の設立が円滑にできた。さらに、
環境低利融資により事業資金が確保しやすい環境も整えることができた。 

・しかし、風力発電は、風力の安定性の問題や建築基準法改正による建設コストのアップなど
から事業化を断念した。 

廃食用油の回収 
ＢＤＦの製造 

環境学習･体験
活動の展開

社会 環境 経済

公共交通の 
利用促進 

100％ＢＤＦは軽
油取引税が 

非課税 

ＣＯ2 の発生抑制 
環境負荷軽減 

寄付 

ｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄの
削減 

市民の 
意識向上 

地域通貨 
(ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ) 

環境定期預金・環境低利融資 
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名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

おひさま進歩エ

ネルギー㈱ 

分 野 

エネルギー 

機関の性格 

企 業 、 Ｎ Ｐ Ｏ

法人 

エネルギーの地産地消を実現

するために、平成 16 年度に飯田

市が採択された環境省の「環境

と経済の好循環のまちモデル事

業」を契機に会社を立ち上げ、

市民出資のファンドによりこれま

でに 150 箇所を超える太陽光発

電システム（おひさま発電所）を

設置・予定している。 

その他、商店街ＥＳＣＯ事業に

よる省エネルギー事業、グリーン

電力証書の販売によるグリーン

電力事業、木質ペレットボイラー

を設置し自然のやさしい熱を提

供する木質バイオマス事業を実

施している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業化の 

ポイント 

・市民参加型事業を理念とするため、当初はＮＰＯ法人を設立して推進しながら、有限会社を
設立して市民ファンドによって資金を確保し、本格的な事業展開を図った。 

・ＮＰＯを中心に、行政、弁護士･会計士等の専門家、企業、市民との連携が事業化のポイント
にもなっており、こうした連携が可能となった地域の土壌とキーマンの存在がみられ、県外か
らも多くの出資者を集めることができた。 

 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 地

球の未来 

分 野 

エネルギー 

機関の性格 

ＮＰＯ法人 

地域におけるエネルギーコスト
をマイクロ水力発電により内部化
して地域内で循環させるととも
に、余剰エネルギーの売電益を
活用して水源の保全や地域の特
産品（石徹白杉）の開発を図る。 

さらに、農地を活用して、米の
自給や野菜の栽培・販売に取り
組むなどの、地域と連携してエネ
ルギーや食をテーマとした地域
活性化のモデルの実現を目指し
ている。 

 

事業化の 

ポイント 

・専門家がコアメンバーとして活動している。また、県のＮＰＯの支援センターとの連携により補
助金等の資金確保の見通しを立てることが可能となっている。 

 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

愛知県水素エ

ネルギー協議

会 

分 野 

エネルギー 

機関の性格 

産 学 官 の 連

携組織 

「新エネルギー産業」を戦略的

重点分野として位置づけられた

愛知県の産業振興施策の中心

事業として、水素エネルギー、燃

料電池等の新エネルギー産業の

振興を目的に、産学官の連携に

よる推進組織を設立し、技術的

課題検討、啓発活動、関係機関

との連携による実証実験事業等

に取り組んでいる。 

 

事業化の 

ポイント 

・自動車関連企業を中心に燃料電池開発に関心の高い企業が多く、こうした企業集積を背景

に、県が今後の戦略的重点分野として位置づけたことから活動が開始された。 
 

マイクロ 
水力発電 

石徹白杉の復
活による製材、
ペレット製造

ＮＰＯ・自治体
の連携 

社会 環境 経済

ＣＯ２の 
削減 農産物の 

栽培・販売 

売電益

農地の有効
活用 

経済の活性化 

ｸﾞﾘｰﾝ電力を活用し
た環境に配慮した商

品・ｻｰﾋﾞｽの提供
（ｸﾞﾘｰﾝ･ｻｰﾋﾞｻｲｼﾞﾝ

ｸﾞ事業） 

社会 経済

温室効
果ガス
の削減

グリーンコンシュ
マー、ロハスな暮
らしを求める人の

育成 

市民出資ﾌｧﾝﾄﾞ
による市民の 

環境行動の喚起

グリーン電力の導入
によるエネルギーコ

ストの削減 

豊かな
森林の
保全 

自然ｴﾈﾙｷﾞｰ・省ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ起業講座によ

る起業化育成 
地
域
資
源
の
保
全 

広域的な
事業展開

雇
用
創
出 

エネルギーの地産地消による自律的で豊かな地域の実現 

啓発事業により、
市民一人一人の
環境意識の向上

太陽光発電、
省エネ、木質
ペレットボイラ
ーなどの設置 

環境

シンポジウム、
出張授業等啓

発事業 

社会 環境 経済 

中小企
業技術
支援

人材育成
普及促進

水素社会に対
する市民の理

解を促進 

ＣＯ２の 
削減

新たな 
産業集積形成

実用化
プロジェ
クト展開 

技術課題研究
及び実証実験

燃料電池・水
素エネルギ

ー、分散型エ
ネルギーシス
テムの開発
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（２）資源循環利用システム 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 中

部 リ サ イ ク ル

運動市民の会 

分 野 

リサイクル＆リ

ユース 

機関の性格 

ＮＰＯ法人 

地域循環型市民社会を目指し、

資源回収、不用品交換、エコ商品

の開発、環境教育、出版事業など

の幅広い活動を展開し、食える市

民運動として自立的な運営を行っ

ている。「誰もが参加できる場とシス

テムづくり」を基本に、幅広い市民

を巻き込みながら行政、企業との

対等なパートナーシップを形成し

参加と協働型の活動を展開してい

る。 

 

事業化の 

ポイント 

・まず自分達できることから率先して活動し、活動モデルを示しながら市民や企業を巻き込んだこと

により、行政や企業と対等な関係を持つことが可能となり影響力を持つようになった。 

・多様な主体が参加できる活動の場を設定と具体的な活動を通して人が育ったことが活動を持続

させる力となっている。 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

ＮＰＯ法人エコ

ハウス御殿場 

分 野 

資源循環 

機関の性格 

ＮＰＯ法人 

市民、事業者、行政のパートナ

ーシップによる資源循環型社会の

実現に向け、古着のリサイクルをは

じめ、廃食用油回収による石鹸の

製造・販売、生ごみの堆肥化など

に取り組むとともに、次世代を担う

子ども達をはじめとする各世代へ

の環境教育を実施し、市民一人一

人が環境活動を行うことのできる社

会の構築を目指している。 

 

 

事業化の 

ポイント 

・古着の選別、良質な生ごみ堆肥の製造、手芸キットの発案等に関する専門性を高めたスタッフの

存在により、市民や関係企業、市からの信頼を得て事業が拡大した。また、ＮＰＯ法人化により、ボ

ランティアではなくビジネスとしての意識が芽生えたことも要因となっている。 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

グリーンライフ

21・プロジェク

ト 

分 野 

陶磁器のリサ

イクル 

機関の性格 

有 限 責 任 中

間法人 

全国の消費者団体、企業、自治体等か

ら生活の中で壊れた不用食器や美濃焼産

地内で発生した不良品を回収し、 それを

粉砕して原料の一部にまぜて、再度「美濃

Ｒｅ食器」というブランド名で販売する取

組。最初の工程で回収品をミルで細かく粉

砕し、そこに粘土や長石などを混ぜあわ

せ、更に粉砕して器の坏土（はいど/焼く

前の土）を作成している。このため、もともと

分業体制にある陶磁器製造・販売企業が

ネットワークを形成している取組であり、リ

サイクルへの一連の流れと、ブランドとして

の付加価値を高め販売している。 

 

事業化の 

ポイント 

・分業が進んでいる陶磁器業界の特性から、市の研究所の呼びかけで多様な業種の企業の

参加が得られた。また、販売ルートを通じて、参加企業は域外にも広がっている。 
 

ごみの減量化 

環境教室等によ
る環境への 
意識向上と 
人材の育成 

再資源化活動、
ｸﾞﾘｰﾝ購入への

参加・協力 

古繊維リサイクル
業者、アルミ製品
工場、古紙再生工
場などへの原料

等の提供

ＣＯ2 削減 

企業との連携によ
るﾘｻｲｸﾙ商品の製

造・販売 

人
づ
く
り
の
仕
組
み 

経
済
循
環
の
仕
組
み 

社会 環境 経済

企業が再資源化
に関われる仕組み

づくり

再資源化・リ
サイクル製品
の製造・販売 

市民が手軽に取
組める仕組み・

機会づくり 

社会 環境 経済

不用食器、不
良品の回収 

リサイクル資
源を活用した
食器の製造

回収のため
に各種団体

と連携 

ごみの 
減量化 

エコ商品
ブランドとして

販売 

社会 環境 経済

ごみ削減化 
ＣＯ２の削減 

資源回収 
（ﾘｻｲｸﾙｽﾃｰｼｮﾝ） 

再利用 
（ﾌﾘｰﾏｰｹｯﾄ等） 

資源活用 
（ｴｺ商品開発） 

参
加
型
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ 

ごみ発生抑制
型販売形態
エコ商品の

販売 

ごみ発生抑
制型のもの

づくり 

協働型資源回
収（市民、企業、
行政、ＮＰＯ等）

環境教育（講
座、ガイドブック）

参加型環境
まちづくり 

環
境
に
良
い
町
を
創
る
人
の
育
成 

エコマネー 

メディア 



 83 

 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

福 井 県 池 田

町「 環境から

のまちづくり」 

分 野 

資源循環型ま

ちづくり 

機関の性格 

行 政 、 Ｎ Ｐ Ｏ

法人等 

生ごみの堆肥化と農業への

還元、低・無農薬･有機農業に

よる自然と人にやさしい農産物

の直販、エコポイント、住民の手

づくりイベントなど、住民による

自主的な活動を基本に、地域

内の団体間の連携によるまちぐ

るみの環境保全活動を展開し、

地域自体の付加価値のアップ

を目指す地域資源連結循環型

まちづくりを推進している。 

 

事業化の 

ポイント 

・農産物の直接販売の成功体験を通じて、住民が地域の魅力に気づいて地域に対する関心と自

信が高まり、池田町の魅力の源泉である環境を守り改善しようとする住民の機運が盛り上がってき

た。 

・まず住民自ら始める「自助」が基本という認識が定着し、住民の自主的な活動グループがそれぞ

れの活動の担い手になっていることから、まちぐるみの活動に発展した。 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

(有）三功 

分 野 

生ごみ等不要

資源の活用 

機関の性格 

民間企業 

産業廃棄物処理業者としてス

ーパーなどから出る生ごみの堆

肥化に取り組み、それを使用し

た良質な農産物をスーパーなど

に出荷する循環を行っている。 

 

 

 

 

 

 

事業化の 

ポイント 

・産業廃棄物処理業者として有していた回収ルートを生かした効率的な回収、小売店との関係を生

かした農産物の直接販売などを可能にしたことにより、事業者、農業者、小売店の三者にメリットの

ある仕組みを構築することができた。 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

矢崎総業㈱ 

分 野 

木質バイオマ

ス（木質ペレッ

ト） 

機関の性格 

民間企業 

木質ペレットを用いたボイラー

や冷暖房設備を開発・製造し、

そのエネルギー源である木質ペ

レットの生産を、森林地域と共に

取り組む。 

木質ペレットの製造を行う第３

セクターを、森林地域の行政、森

林組合等と協働で運営し、企業

の経営手法を取り入れ採算性の

取れる事業展開を行う。 

 

 

 

事業化の 

ポイント 

・木質ペレットの需要拡大を目指すペレット利用機器メーカーと森林保全・林業振興を目指す

自治体との協働事業として立ち上げることができた。 

・事業者主体に、地域の林業・製材関係の企業が参加したことにより、効率的かつ安定的に

原料の収集が可能となった。 
 

ごみ減量化 
ＣＯ2 の吸収 

商店が環境行
動者にサービ

ス提供

減農薬・有機
農業の実施

社会 環境 経済

生ごみ・廃食
用油の回収 

堆肥化・ＢＤＦ
燃料化 

地
域
資
源
連
結
循
環

型
ま
ち
づ
く
り 

自主グループ
による回収活

動の展開 

各人レベルで
の環境活動の

実践

団体間の連携
による各種事

業展開 

農産物直売
ブランド化 

エコポイント 

地域住民と社
員の協働 

社会 環境 経済

ﾍﾟﾚｯﾄ焼却灰 
の肥料化 
木材の 

有効活用 

ﾍﾟﾚｯﾄ型 
冷暖房機器の

開発・販売 

森林保全 

協賛金・参加 

木質ﾍﾟﾚｯﾄ製品
の市場拡大 

地域の多様な
主体の連携 

協働の森づくり事業 

ﾍﾟﾚｯﾄの 
製造・販売 

社員の 
意識向上 

ＦＳＣ認証の森
づくりへ協賛 

社会 環境
あ

経済

生ごみ 

(有)酵素の里
［農家グループ］

農家の経営環境
の向上 

消費者・学校 
に対する 

環境意識の啓発

生ごみ 

スーパー 
マーケット 

食についての
循環確立 

農産物 
(有)三功 

堆肥 

農産物 

地産地消の 
推進 
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（３）自然の価値の保全・活用 

 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

㈱ピッキオ 

分 野 

自然環境の保全 

機関の性格 

民間企業（一

部 、 Ｎ Ｐ Ｏ 法

人） 

野鳥や山に住む動物の保全

を図るため、エコツアーやインタ

ープリターの養成による事業化

に成功し、さらに近年、社会問

題と化しているクマとの共存に

向けた公益的活動をＮＰＯ法人

として並行して行っている。 

 

 

 

 

事業化の 
ポイント 

・星野リゾートがバックボーンとなっていることから活動が可能となっている。 

 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

トヨタ自動車 
（トヨタ白川郷自

然学校、トヨタの

森等） 

分 野 

自 然環 境 の 保

全 

機関の性格 

民間企業（一

部、ＮＰＯ法人

や専 門 の 民 間

企業への委託） 

トヨタ自動車ではＣＳＲ活動及び 21 世

紀の新技術開発として、森林・自然資源

の調査・保全・活用等を実施。 

①「トヨタ白川郷自然学校」は、地域

の自然資源を生かした環境教育

活動を展開している。 

②「トヨタの森」は、森林・里山の価値

を評価する実験林として整備さ

れ、地域の学習の場としても活用

している。 

③三重県では山林を取得し、林業を

採算の合う事業として管理・活用

し、森林再生に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業化の 

ポイント 

・トヨタ自動車がバックボーンとなり、企業ＣＳＲ活動の理念や 21 世紀の持続可能な新技術へ

の挑戦から、事業化に至った。 

 

（４）森林・水環境の保全 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

き ん た ろ う 倶

楽部 

分 野 

森林保全･整

備 

機関の性格 

官 民 連 携 組

織 

森林の保全と活用するための仕

組みづくりを目的に、行政と新聞社

のバックアップを受けて、行政、経

済団体、大学、地域組織、ＮＰＯ等

の幅広い団体、個人が参画した活

動組織としてスタートした。 

市民ボランティアを組織化し、森

林整備･管理作業等の活動を中心

に、自然観察講座や森林体験イベ

ント事業など、市民を対象とした幅

広い事業を展開している。 

 

事業化の 

ポイント 

・新聞社のキャンペーンによって、森づくりの重要性について市民の関心と理解が深まってきたのを

受けて、行政が呼びかけたために、地元の地域組織、大学、小学校、企業など多様な団体が参

加する組織を立ち上げることができた。 
 

事業の継続に
よる森林の経
済的価値向上 

エコツアー、環境
学習による環境の

担い手育成

自然保全活動の
次代への継承

全国のエコツア
ー・インタープリタ

ー養成 

社会 環境
あ

経済

ツキノワグマ 
との共生など 

森林の保全 
生態系の保全 

リゾート
との 
連携

地域と自然と
事業の融合

自然系
調査等
の実施 

エコツアー、
環境学習事業

社会 環境 経済

里山の 
維持管理 

環境学習･体験
活動の展開 

講習会、森林ﾎﾞ
ﾗﾝﾃｨｱﾘｰﾀﾞｰ養

成講座 

良好な里山の
保全再生 

木材の
高価値

化 

市民の意識向上
ﾈｯﾄﾜｰｸ組織化

地域の様々な
主体との連携

伐採材（竹材）
の堆肥化 

上流・下流との
連携 

漁業
被害

の減少

県産材
の利用
促進策
（県） 

上流の森
づくりによ
る流木の

減少 

地域との相互
理解、地元行
事への参加

インター 
プリター養成

地元周
遊客の
増加 

社会 環境
あ

経済

森林の保全
生態系の保全

自然学校への集客

共生型農業、
エネルギー 

自給等の研究

収入を
返金

地元小中学
校の環境学
習として活用

里山の保全及
び活用 

地域との共生 自然との共生 地域の経済活性化

緑化バイオ事業 
等への展開

運営経費
の補填

実験林・現地での研究

企業価値の
向上
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名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

ぎふ森林づくり

サポートセンタ

ー 

分 野 

森林保全のた

めのネットワー

ク 

機関の性格 

ＮＰＯ法人（運

営受託者） 

県が協働による森林づくりのた

めに設置した「ぎふ森林づくりサポ

ートセンター」の運営をＮＰＯが受

託して、当面はホームページを中

心に情報受発信を行い、県下の森

林づくりに関連する団体のネットワ

ークを形成しながら、森林づくりの

ための活動についての相談、活動

のための人材やノウハウの情報等

のリソースづくりを進めている。 

また、このような中間支援の事業

にとどまらず、山村地域の課題に

対処するための事業や、組織とし

ての自立を構想している。 

 

事業化の 

ポイント 

・県が中心となって森林づくりに関わる団体をネットワークし、情報の収集・発信する仕組みをつくる

ことができた。 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 穂

の国森づくりの

会 

分 野 

森林保全 

機関の性格 

ＮＰＯ法人 

「穂の国」と呼ばれた東三河流

域圏をフィールドに、森林の保全･

育成・再生と循環型社会の実現を

目指して、ボランティアによる森林

整備、学校と連携した体験授業、

上下流交流イベントの開催、森林

地域に関する調査研究等の幅広

い事業に取り組むとともに、適正な

森林管理と木材の生産・普及の好

循環の確立を目的として「東三河

環境認証材」認証制度の運用に取

り組んでいる。 

 

事業化の 

ポイント 

・水問題に悩まされてきた東三河の地域特性もあり、水問題を掲げたことにより当初から行政の協

力を得て多様な住民や団体、学校の参加や各種市民団体とのネットワークの形成ができた。 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

㈱御祓川（み

そぎがわ） 

分 野 

水質浄化・地

域内連携 

機関の性格 

民間企業 

地域の住民と一体となり、御祓

川とその周辺の商店を核として、

様々な地域活性化活動を行う。 

シンボルロード沿いを流れる御

祓川の水質を改善するため、ビオ

パークを設置し、水生植物に燐な

どの富栄養化物質を栄養源として

吸収させ、成長した水生植物を使

ってケーキとして販売。その売上を

また活動資金へと還元する。 

その他、子ども達とゲーム感覚

で環境改善に取り組むなど、様々

な取組を実施。 

 

事業化の 

ポイント 

・中心市街地活性化を目的とした行政、企業の連携組織と事業会社が設立されており、この組織

に参加している企業・個人が出資者となって比較的スムーズに事業主体を設立することができ

た。 
 

森林整備作業
への参加 

ＣＯ2 の吸収 
良好な水循環 

森林に関する
学習・体験活動

の展開 

収益
間伐の
推進

地元材の 
生産拡大 

適切に 
管理された 
森林の認証 

森林保全に対す
る社会的な関心

を喚起 

交流イベント 
の開催 

認証材
の生産
流通 

森林カルテ 
の整備 

社会 環境 経済

森林保全や集落地
域活性化を目指し

た事業の推進 

情報の
蓄積

県下の幅広い団
体や山村地域の
住民の地域家政
化への参画促進

相互の
活動の
活性化 森

林
の
保
全 森林保全

活動の効
果的な展開 

地
域
活
性
化 

森林づくりのサポートと具体的事業の展開 

社会 環境 経済

森林づくりに
かかわる県下
の活動・ﾉｳﾊｳの
情報の受発信 

企業の参画等に
よる事業資金の
確保（将来） 

森林に関心を持
つ県民の掘り起
し・人材の育成

県民の主体的な
活動の掘り起し・
ＮＰＯ等の育成

市民参加型ｲﾍﾞﾝ
ﾄ（排水路対抗浄化

大会など） 

社会 環境 経済

水生植物（クレソ
ン）による浄化 

官・民・学による
研究会 

クレソンを 
活用した 

ケーキの販売

水質浄化 

寄付

活動資金の
確保

川沿いへの出店
プロデュース 

川への祈りファンド 

人と川のつな
がりの回復 
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名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

宮川流域ルネ

ッサンス協議

会 

分 野 

自 然 環 境 の

保全 

機関の性格 

行 政 連 携 組

織 

宮川の流域を形成する市町と

三重県が負担金を出し、国関係

機関とも連携して、宮川流域地

域の活性化を図る取組を地域住

民と協働しながら推進している。 

 

 

 

 

 

事業化の 

ポイント 

・三重県が庁舎内に事務局スペースと職員を充当し、しっかりした事務局体制を確立したた

め、事業進捗や社会潮流の変化に対応し、随時実施計画を策定し、それが協議会及び流

域市町の事業実施を促すことを可能にしている。 

 
 

（５）環境保全活動の価値の創出 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

金 沢 信 用 金

庫 

分 野 

環 境 配 慮 型

金融商品 

機関の性格 

地方金融機

関 

金沢信用金庫では、中期経営
計画の中で「環境」と「地域貢献」
を基本方針として掲げるなど、率
先して環境保全活動及び環境金
融商品を推進してきた。 

この基本方針のもと、100 周年を
迎えるに当たり企画された「きんし
んエコロジー積金」は、積金の一
部を環境団体に寄付すると共に、
顧客自身にも環境行動を促す仕
組みを取り入れるという、顧客が直
接的かつ継続的に環境に参加す
る仕組みとなっており、金融機関
で初のスキームとなっている。 

 

事業化の 

ポイント 

・「環境」と「地域貢献」という明確な基本方針に基づき、組織として商品開発が進んだ。 

・積金のシェアは運用資金全体のごく一部であるため、他運用業務にて十分に回収が可能。 
 

名 称 特 色 社会・環境・経済を視点とした関連図 

ＥＸＰＯエコマ

ネー事業 

分 野 

地域通貨 

機関の性格 

ＮＰＯ法人、

自治体 

万博閉幕後も名古屋市がＥＸＰ
Ｏエコマネーセンターを誘致し、継
続実施。万博の入場カードのICチ
ップを用いてポイントを管理。市内
３箇所のセンター及びサテライトで
運用。 

市の施策事業のほか、ＮＰＯ法
人エコデザイン市民社会フォーラ
ムが主催となり企業・大学・行政等
が連携して実施している交通エコ
ポンなど、その活用の幅を広げ、
市民の環境行動の意識付けのツ
ールとして活用している。 

 

事業化の 

ポイント 

・以前から実施されていた環境首都を目指した様々な取組や、愛・地球博の開催などで、市

民や企業の環境に対する意識が高まっていた。  

各主体
の事業
取組

流域一帯の 
地域イメージの向
上と地域振興へ

の波及 

各種プロジェクト
による 

流域住民間の
連携・交流 

エコミュージアム
による 

交流と学習 

社会 環境 経済

流域における 
水問題、環境問
題、地域振興問

題への取組 

協議会
としての

事業 

各主体の一体的
な整備事業による
流域環境の向上

チェックシートに
基づく 

エコライフ・環境
経営

社会 環境 経済

ＣＯ2の発生抑制 
環境負荷軽減 

寄付 

企業価値の向上
顧客の開拓

市民の 
意識向上 

環境配慮型の金融商品（積金・融資） 

高いﾒｯｾｰｼﾞ性の
ある商品の販売

エコライフチェッ
クシートの結果

を公表 

ｴｺ活動の実践 

社会 環境 経済

ＣＯ2 の発生抑制 
環境負荷軽減 

企業ＣＳＲ 
企業価値の向上

市民の 
意識向上 

ＥＸＰＯエコマネー 

ｴｺ活動を実践す
る消費者への 
インセンティブ 

ｴｺ活動により
ﾎﾟｲﾝﾄ付与 

寄付

ﾎﾟｲﾝﾄの植樹寄
付等

植樹寄付 

ポイント発行 


